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A-1 救急車搬送時間における地域差に関する要因の分析
京都大学大学院　医学研究科　◎大坪　徹也
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【背景】　救急医療は、医療計画の重要検討事項である四疾病ならびに他の救急医療等確保事業と密接に関係する医療提供機能を備え、基盤としての意義をもつ事業である。とりわけ、円滑な救急車搬送の実現は、患者アウトカムならびに医療費の観点からも喫緊の課題といえる。
【目的】　京都府における救急車搬送時間の地域差（二次医療圏、消防本部管轄区域など）の有無を明らかにし、その要因について検討する。ここで、救急車搬送時間として、現場到着から病院収容までを対象とする。
【方法】　研究デザイン：観察研究。データ：京都府における救急活動記録。参照期間：2007年1月1日から2008年12月31日まで。除外基準：救急隊の出場理由が、転院搬送、医師搬送、資機材搬送、その他のケース。搬送時間、傷病分類が欠測のケース。入院を必要としないケースおよび心肺停止が確認されたケース。
上記データを基に、地域別に救急車搬送時間を集計し、患者特性、搬送時間帯、資源の配置状況などとの関連性を検討する。ここで、資源の配置状況を説明しうる要因として、当該地域の人口に占める、二次救急または三次救急医療機関から救急車搬送時間の府内中央値以内に達する圏域に含まれる人口の割合(以下、人口カバー割合)を算出した。
【結果】　サンプル数として、118,651例 (2007年)、114,600例 (2008年)から除外基準に従い、52,609例を分析対象とした。
分析対象のうち、男46% (24,442例)、女43% (22,393例)、不明11% (5,774例)であり、平均年齢は７０歳であった。また、小児のケースは2% (1,083例)であった。深夜搬送例は、21% (10,948例)、休日搬送例（深夜除く）は15% (7,994例)であった。傷病分類別には、循環器系疾患が最も多く、分析対象の29% (15,252例)であった。京都府における救急車搬送時間は、平均値21分、中央値19分であった。
15の消防本部管轄区域において、府内中央値以内で搬送した割合の最大値は71%、最小値は21%であった。消防本部管轄区域別の中央値の最大値は27分、最小値は16分であった。同様に、人口カバー割合の最大値は99.6%、最小値は65.6%であった。また、人口カバー割合が高い地域ほど、救急車搬送時間が短くなる傾向が認められた。
【考察】　京都府下での救急車搬送において、搬送時間に地域差が存在することが認められた。また、救急医療へのアクセスの公平性においても地域差が存在することが認められた。高齢化著しい我が国において、救急医療へのアクセスの地域差について、空間的アプローチのみならず、より多角的な観点から検討することが望まれる。
 A-2腹部大動脈瘤切除術の集積と在院日数の関連性に関する検討

医療経済研究機構　◎福田　治久

【背景】　平成14年度診療報酬改定において手術に係る施設基準が導入されたが，本邦におけるエビデンスが乏しいことから，平成18年度改定において同基準は暫定的に廃止された．わが国の実情に即した科学的知見に基づく医療政策形成が求められている．
【目的】　本研究の目的は，手術件数が集積されることにより，手術チーム・術者の技量が高まり，その結果，患者アウトカムが改善される仮説（Practice makes perfect仮説）を検討することにある．本研究では，その第一次接近として，施設別・医師別の腹部大動脈瘤切除術の多寡と術前および術後在院日数の関連性を検討する．それにより手術件数が集積されることによる技術力の向上効果に関する検討を行う．
【方法】　本研究で使用するデータは２つのアプローチにより収集した．第一に，調査協力病院に対してアンケート調査を行い，施設別・医師別の手術件数および診断・診療体制に関する情報を収集した．第二に，調査協力病院から厚生労働省調査研究事業のDPC基礎調査データを収集し，患者の臨床情報とアウトカム情報を得た．２つのデータはともに，2006～2008年度の施設・患者情報を対象とした．解析対象症例は，同一入院期間に非破裂性腹部大動脈瘤切除術以外の大きな手術を実施していない退院時生存症例である．統計解析は，手術件数をfixed effect，施設をrandom interceptとしたmulti-level modelを，施設別手術数モデル，医師別手術数モデルとしてそれぞれ実施した．患者重症度を調整するために患者年齢，緊急入院，入院時併存症スコアをモデルに投入した．また術前在院日数を目的変数としたモデル検証も行った．

【結果】　アンケートの回答が得られた37施設を解析対象とした（回答割合：34.9%）．これら施設における解析対象症例は909症例であり，当該症例全体の術後在院日数の中央値は15日，術前在院日数の中央値は4日であった．施設別および医師別の手術件数の多寡と術後在院日数の間には統計学的に有意な負の関連性を認めたが，係数の大きさは非常に小さかった．一方，目的変数を術前在院日数としたモデルでは，施設別手術件数との間に有意な負の関連性を認めたものの，医師別手術件数との関連性は有意でなかった．
【考察】　手術件数の多い施設ほど術前および術後在院日数は短く，手術件数の多い医師ほど術後在院日数が短い関連性が統計学的に認められた．しかしながら，関連性の大きさはごくわずかであり，医師別手術件数と術前在院日数の間には有意な関連性は認められなかった．以上の結果から解釈するに，非破裂性腹部大動脈瘤切除術においては，手術件数が集積されることによる手術チームや術者の技術力の向上への効果は限定的である可能性が示唆される．むしろ，在院日数が短縮されるのは，多くの手術症例に関する情報が院内に蓄積されることで，不適切な診療プロセスが見直された結果と解釈する方が妥当であるともいえる．

本研究は3年分のデータのみを対象としていることから，手術件数が集積されることの長期的な影響を評価するものではなく，手術に関する施設基準の議論を結論付けるものではない．また，DPC調査のデータを用いていることから，データ提出が求められていない期間の患者情報が欠落しており，さらに，アンケート調査の未回答施設（69施設）が存在する．したがって，解析に用いたデータの代表性が損なわれている可能性は否定できない．本研究結果を解釈する際には，このような研究デザイン上の限界点に留意することが必要である．
A-4 研修医の就業場所の選択要因に関する分析　－ 病院勤務医との比較を通して －
医療経済研究機構　◎佐野　洋史
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【背景】　2004年に実施された新たな医師臨床研修制度により、多くの研修医が大学病院よりも市中の臨床研修病院を研修先に選択した結果、大学病院の医師派遣機能が低下し、地域の医師不足が顕在化したことが指摘されている。医師確保が急務となる地域や医療機関は、研修医が研修後の就業場所としてどのような勤務条件の医療機関を選ぶのかを把握し、対策を検討する必要がある。
【目的】　研修医が就業場所の選択の際に重視する要因（勤務条件）を定量的に把握し、医師の地域偏在を解消するための有効策について検討する。
【方法】　コンジョイント分析により、研修医の就業場所の選択要因を分析した。調査協力に応諾した31の臨床研修指定病院の研修医 1,227人に対してアンケートを実施し、異なる勤務条件を持つ2つの仮想医療機関から勤務先を選択する質問を行った。仮想医療機関の勤務条件には、①1週当たり勤務時間、②診療について指導してくれる医師の存在、③1ヶ月当たり夜間宿直回数、④学会や研修会への出席、⑤医療機関の規模、⑥医療機関の立地場所、⑦年間給与額を用いた。アンケートで得られたデータをランダム効果プロビットモデルにより分析し、研修医が重視する勤務条件を定量的に評価した。また、別に病院勤務医731人に対して行った分析結果と比較することにより、勤務条件に対する研修医の選好の特徴を把握した。
【結果】　アンケートの有効回答率は28.5%であった(350人/1,227人)。回答者の平均年齢は26.7歳であり、うち61.1％が男性であった。コンジョイント分析の結果、研修医は勤務条件の中で診療を指導してくれる医師の存在を最も重視し、次いで立地場所がへき地でないことを重視していた。病院勤務医の分析結果と比較すると、研修医にとって診療をサポートする医師の存在と立地場所がへき地でないという勤務条件の重要性は、病院勤務医よりもかなり高いことがわかった。
【考察】　医師不足の医療機関に研修医の就業を促すためには、当該医療機関に診療を指導してくれる医師がいることが重要であると考えられるが、医師不足の医療機関においてはそのような指導医が不在である状況が多い。医師の地域偏在を解消するためには、医師の診療を支援する体制を地域の医療機関が相互に連携して整備することが重要である。
A-5 医師偏在是正策としての私立大学医学部奨学金給付に対する医学部志望者の選好　
立命館大学経済学部　◎柿原 浩明
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【背景】　医師の偏在に対する対策として医学部の定員増や地域医療を志す学生への奨学金給付が行われているが、その多くは国公立大学を対象としている。一方、私立大学医学部の学費は高額で、支払い能力の観点から進学者は限定されている。
【目的】　私立大学医学部にも奨学金給付が広がるとすると、医学部志望者はどのように反応するかについて検討する。
【方法】　2009年4～5月に、大手予備校の医学部受験対策の小論文春期講習授業において予備校生に対し、自記式のアンケート調査を行い、私立大学の医学部のみに合格したときに進学するかどうかについて、コンジョイント分析を行った。属性は年間平均学費、大学の所在地、自宅通学の可否、医学部卒業後の義務（医師不足地域への派遣、不足診療科の選択）、義務年限である。
【結果】　347人の回答を得た。コンジョイント分析では、学費が安く、都市部にあり、自宅通学が可能で、不足診療科への義務がなく、義務年数が短い方が私立大学医学部への進学確率を上げるという結果であった。進学率のシミュレーションを行ったところ、制限のない場合でも、年間学費が180万円となると、国公立単願者では23％のみが、240万円程度になると進学率は1％に低下した。制限が最もきつい場合では、学費が無料であれば、国公立単願者の89％がこの条件でも私立大学医学部進学を希望。一方、この条件で進学を希望する私立併願者はわずか15％であった。
【考察】　国公立単願者を現状で私立大学医学部への進学を可能にするためには、少なくとも、年間180万円低度の学費になるように補助が必要となる。一方、国公立単願者の多くは、学費の補助を国公立レベル以下になるようにすれば、勤務地と診療科の双方について義務をかけても医学部進学を希望する。
A-6 二次医療圏における小児科医増減の要因分析
京都大学医学研究科医療経済学教室　◎佐々木　弘真
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【背景と目的】　医師不足が社会問題となっており、小児科は医師不足が特に深刻な診療科の一つである。医師不足の原因の一つとして医師分布の地理的偏在が指摘されている。小児科が増加しやすい地域はどのような特性を有しているのか、小児科医の地理的分布変化が、偏在を緩和する方向に向かっているのか否かを見ることを本研究の目的とする。
【方法】　地理的単位として二次医療圏を用いる。30歳以上60歳未満のその医療圏で診療する小児科医数を中核的労働力として定義し、これの2002年から2007年までの増加（但し2002年の小児10万当り）を目的変数とする。説明変数は人口、人口密度、人口増加率（2002年から2006年まで）小児人口、小児人口密度、小児人口増加率（2002年から2006年まで）、一人当たり所得、小児10万当り中核的労働力、人口1000当り病床数とする。説明変数間の相関があるため、主成分分析を行い、それで得られた成分の因子得点を説明変数とした回帰分析を行う。
【結果】　主成分分析を行い、二つの主成分を得た。第1主成分は人口・経済力の充実度であり、第2主成分は医療の充実度である。回帰分析は、第1主成分の係数が正に有意、第2主成分の係数には有意性なしという結果である。二つの主成分の正負によって、医療圏を4グループに分けることができる。両成分とも正なら第1グループ（以下Gと略す）、第1主成分が負・第2主成分が正なら第2Ｇ、両主成分とも負なら第3Ｇ、第1主成分が正・第2主成分が負なら第4Ｇとする。それぞれのＧに属する医療圏数は第1Ｇから順に58、111、116、84となる。小児人口（2002）10万当り小児科医中核的労働力の増加は、第1Ｇから順に8.90、-2.15、-0.48、8.51である。
【考察】　主成分分析にて二つの独立した成分が得られたことから、2002年の時点では都市部でなくとも、医療が充実している医療圏（第2Ｇに相当）があったと考えられる。2002-2007年の期間では、都市部での小児科医の集中的増加傾向がある。従来、都市部であり医師が少なかった医療圏（第4Ｇに相当）は医師増という好ましい変化を得られた一方、都市でない医療圏（第2Ｇ、第3Ｇ）では、その地域の医療の充実度に関わらず医師は減少傾向であり、医療サービス供給において不利な条件下にある。松本ほか（2006）、Nomuraほか（2009）は、変動係数、ジニ係数の減少をもって、小児科医地理的分布の近年の変化が偏在を緩和する方向だったことを指摘しているが、人口・経済力の充実度と医療の充実度とを独立した変数として見ることにより、前者が医師分布に強く影響しているという問題点が浮かび上がる。
      　　　　　　　　　　　　　　

   【13階 
B会場 : 第6セミナー室】　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
B-1 MRIの導入と利用の現状：サーベイによる検証　
一橋大学国際・公共政策大学院　◎別所　俊一郎
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【背景】　国際的にみて，日本の人口あたりMRI設置台数の多さは抜きんでているが，他国に比べて稼働率は低いと言われる．この背景には，公的医療保険制度の普及・自由開業制・患者の医療機関選択の自由等の制度要因があろうが，医療機関の属性によって導入状況や稼働状況に差があるかもしれない．
【目的】　MRIに対する医療機関の投資行動および機器の稼働状況が，医療機関の属性やその立地や周囲の導入状況，導入時の検討要因や検討過程によって異なるか否かを，医療機関の個票データを用いて，定量的に評価する．
【方法】　診療所を含む全国のMRI保有医療機関に対して質問票を配布し，MRI導入時の医療機関の意識や現在の利用状況・採算性を尋ねた．このデータを立地情報等と接合して，高機能機種の選定・1台あたり1日平均検査件数・採算性の高低を被説明変数とする回帰分析を行った．
【結果】　第1に，「患者ニーズ」を最重要視してMRIを導入すると回答した医療機関では，高機能の機種が導入される確率は低いものの，MRIを用いた検査件数は少なく，採算も確保できない確率が高い．第2に，「対外イメージ」を最重要視してMRIを導入した医療機関は高機能の機種を導入する確率が高いが，検査件数は少なく，採算が確保できない確率も高い．第3に，本稿のサンプル期間では，病床数が20から200床の病院は高機能の機種を導入する傾向があるが，検査件数が低く，採算が確保できない確率が高いことが統計的に看取される．第4に，公立病院・大学病院ではMRIを用いた検査件数が少なく，採算が確保できる確率が低い傾向がある．第5に，MRIの既存台数は導入に負の影響を持つものの，同時期の導入台数とは正の相関を持つ．
【考察】　これらの推定結果は、MRIの機種選定や機器の稼働状況が機器導入時の医療機関の意識，施設の規模および属性に影響されていることを示している．「患者のニーズ」「対外イメージ」を最重視した施設では実際には十分な需要を確保できず，機器が十分に稼働していないのかもしれない．また「対外イメージ」を重視した医療機関は高額医療機器を患者を惹き付ける広報手段とみているのかもしれないし，小規模の病院では診療所よりも検査需要が得られず，非効率な投資となっている可能性が高い．周囲の導入状況と導入確率の正の相関は，高額医療機器の導入について医療機関が戦略的補完関係にあるという仮説と整合的である．ただし，MRIの導入投資が過剰かどうかについては，その基準を含めてさらなる検討が必要であろう．
B-2 日本における、所得による医療消費の水平的不公平
東京大学大学院公共健康医学専攻　◎渡邊　亮　
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【背景】　本邦ではこれまで、医療に対するアクセス公平性指標の一つとして、医療関連支出（医療消費）の所得格差について、カクワニ指数を用いた分析などが行われている1。一方、ヨーロッパ諸国を中心に、医療のニードを加味した公平性の指標として水平的不公平(Horizontal Inequity)が論じられている2。適切な医療提供体制や医療保険制度について検討するために、日本においても医療の水平的不公平について検証する必要がある。
【目的】　日本において所得による医療消費の水平的不公平が存在するかを検討する。
【方法】　Doorslaerらによる先行研究にならい、医療消費と所得による集中度指数（CM)を医療消費の不公平の指標、医療のニードと所得による集中度指数（CN)を医療ニードの不公平の指標とし、両者の差を医療消費の水平的不公平の指標（HI=CM - CN)とした。
本研究では、平成19年度国民生活基礎調査の個票データを用いた。医療消費を同調査健康票の「医療機関への通院の有無」「病気やけがに支払った費用」により測定し、所得票から等価所得を算出し、CMを求めた。

一方、主観的健康感を示す「健康意識」については、先行研究で報告バイアスが指摘されていることから3、Ordered Probit Modelにより、健康意識（５件法）をアウトカムとして健康票の身体・疾病罹患の状況により回帰・推計し、これを医療ニードとした。世帯票と健康票が突合出来た者のうち、推計モデルの説明変数として用いる項目に欠損値がない406,738件を用いた。

世帯票・健康票・所得票を突合し、医療消費の計測が困難と予測される世帯（医療保険料及び社会保険料の支払が共に0円の世帯で措置給付を受けていると考えられる）を除き、医療費負担が原則3割である１５歳以上及び６５歳未満に限定して28,411人を抽出し、所得による水平的不公平の状況を検討した。
【結果】　推計された医療ニードと所得による集中度指数（CN)は-0.099と、pro-poor（低所得でより医療ニードが高い）であった。一方、医療消費と所得による集中度指数（CM)は0.022とpro-rich（高所得でより医療消費が多い）であった。以上から、所得による医療消費の水平的不公平の指標であるHIは0.12と正の値を取った。
【考察】　日本において、１５歳以上６５歳未満では、所得による医療消費の水平的不公平が示唆された。今後、水平的不公平が生じる要因について、さらなる検討が必要である。

※本研究は、平成21年度厚生統計協会委託研究事業（代表研究者　橋本英樹）の一環として行われた。国民生活基礎調査の個票利用に関しては、個票利用申請を行い許可された。
（引用）

1 遠藤久夫. "患者自己負担と医療アクセスの公平性-支出比率とカクワニ指数から見た患者自己負担の実態-." 社会保障研究 39.2 (2004): 144-54.

2 Doorslaer, Eddy van, Xander Koolman, and Andrew M. Jones. "Explaining Income-Related Inequalities in Doctor Utilisation in Europe." Health economics 13.7 (2004): 629-47.

3 A. Börsch-Supan et al. Health, Ageing and Retirement in Europe - First Results from the Survey of Health, Ageing and Retirement in Europe, 95-101. Mannheim: MEA.
B-3 釜石市民病院の統廃合によって開設された釜石のぞみ病院の３年間の経営からみる釜石市民病院の問題点   ― 実情にあわない給与費と分配 ―
金沢医科大学呼吸内科　◎高橋　昌克
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【背景】　釜石市は基幹企業の撤退によって約10万人を擁していたが、現在では4万人余りと激減した。 釜石市の財政が縮小し、毎年赤字4-5億円をだす市民病院の維持が困難になった。　平成15年に釜石市民病院を機能別に統合・廃合する事を決定し、平成19年4月より急性期は新たに開設した釜石のぞみ病院、３無床クリニック、市の健康福祉部が旧市民病院のビル内で開業・移転した。
【目的】　統廃合から3年たち、釜石のぞみ病院と釜石市民病院の給与費について検討し、公立病院の問題点を明らかにする。

【方法】　釜石のぞみ病院と市民病院の１日外来患者数、病床利用率、経常収支比率、医業収支比率、給与費率、材料費率、経費率、職員給与の比較を行う。
【結果】　釜石のぞみ病院は市民病院時代に比べ経常収支比率，医業収支比率，病床利用率が市民病院と比較して良好である． 大きな違いは給与費率が市民病院71.2%（Ｈ15年度）71.2%に対して釜石のぞみ病院は58.9%である。病院の経常収支が悪化していても平均給与が増加している．給与費の内訳も市民病院では全国平均給与と比べ看護師給与が２割から４割高く、医師は１割程度であった。釜石のぞみ病院は医師が高くなっていた。 
【考察】　昭和53年以降　長期の赤字経営の市民病院を統廃合して、できた釜石のぞみ病院が開設に3年余りで黒字化した相違点から見えてきたもの 
公立病院の経営の状況にあわせて給与費、材料費、経費の抑制は必要である．特に給与費の抑制・適正配分は不可欠である．釜石市民病院は医師不足であるにもかかわらず適正な医師給与を支給できていない。就業年限による昇給を抑えて、能力と責任に応じた能力給も併用すべきである。

また現場の院長、事務長に与え能力、成果に合わせて、人事・給与の決定できる権限を与えるべきである。
B-4 電子化した転倒リスクアセスメントツール導入の費用便益分析
順天堂大学医療看護学部　◎飯島　佐知子
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【背景】　欧米では、無作為化比較試験により効果のある転倒予防対策が複数報告されており、在宅高齢者への運動プログラムや介護施設の入所者を対象とした転倒予防対策の費用効果も報告されている。しかし、病院の入院患者を対象としたリスクアセスメントツールを電子化して転倒予防対策に用いた場合の費用便益を検討した報告は極めて少ない。
【目的】　信頼性・妥当性のある転倒リスクアセスメントツールを開発し、電子カルテ上に搭載したものを転倒リスクアセスメントに用い、その費用と効果および便益を検討した。

【方法】　対象は716床の公立病院の入院患者、安全管理者，システムエンジニア，財務課職員，医事課職員、病棟の勤務経験4年以上看護師50名うち研究の参加同意の得られた者とした。導入前の2007年4月～9月は、従来から用いていた転倒リスクアセスメント用紙（以下、アセスメント用紙）9分類30項目と調査用紙を併用した。2191名のデータから感度・特異度高い7分類19項目の転倒アセスメントツールを開発した。導入後の2008年4月～2009年3月は、前年度に開発した転倒アセスメントツールを電子カルテ上に搭載し（以下、ITアセスメントツール）、患者の入院時のアセスメントに使用した。2007年度と2008年度の各1年間の転倒報告件数、転倒による受傷報告件数と、その治療に要した診療報酬およびアセスメントに要した費用を算出し比較した。
【結果】　年間入院患者数は、導入前14709人、導入後13641人であった。アセスメント用紙の感度72.7%，特異度74.9%，ROC曲線のAUCは0.812であり、ITアセスメントツールの感度は81.3%，特異度80.7%，ROC曲線のAUCは0.895であった．年間転倒報告件数は、導入前168件、導入後241件であり、転倒による受傷者報告件数は、導入前23件、導入後20件であった。転倒防止率は導入前0.989、導入後0.981であり、転倒傷害防止率は、導入前0.998、導入後0.998であった。治療内容は、検査・外用薬・テープ固定・縫合・コルセット・シーネ固定が導入前16件、導入後18件、大腿骨頭置換術等手術が導入前7件、導入後2件であった。アセスメント用紙の紙代は患者1人あたり4.5円であった。システムエンジニアがアセスメントツールの電子化作業に要した労務費は患者1人あたり14.7円であった。看護師の労務費は、アセスメント用紙が211円、ITアセスメントツール204円であった。アセスメント1人あたりの費用は、導入前215円、導入後219円であった。治療に要した1人あたり平均診療報酬は、導入前621,048円、導入後516,753円であり、年合計では、導入前1428万円、導入後1033万円であった。

【結論】　転倒防止率や転倒傷害防止率に有意差はなかったが、転倒による骨折で手術を受ける患者が減ったため、診療報酬は導入後に導入前よりも年間395万円、1人あたり10万円削減できた。本研究は、『平成19年－21年度　科学研究費補助金　「転倒防止対策の費用効果分析」　主任研究者：飯島佐知子』の一部として実施した。
B-5 Validating a post-operative infection identification method for multi-institutional comparisons　
京都大学大学院医学研究科社会健康医学系専攻医療経済学分野　◎ジェイスン・リー
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【Background】　In addition to an impact on patient morbidity and mortality, post-operative infections place a heavy economic burden on payers and providers. The identification of post-operative infections is a necessary first step for the economic evaluations of infection burden and infection control measures. While there are many potential advantages to using administrative data for infection identification, such as allowing for multi-institutional comparisons, previous attempts have been unsuccessful. As such, we have developed a novel method of post-operative infection identification based on antibiotic utilization data found in administrative data.
【Objective】　The objective of this study was to validate our method of post-operative infection identification by comparative analysis with infections identified by chart review analysis.
【Method】　In a retrospective cohort study, we used our method based on administrative data as well as a chart review analysis to contemporaneously identify post-operative infections in 584 gastric cancer patients admitted to 4 Japanese hospitals (A~D) for the purpose of gastrectomy. Infection identification in the chart review analysis was based on CDC criteria for nosocomial infections. The accuracy of our method was tested using sensitivity, specificity, positive predictive value and negative predictive value.
【Results】　Based on the chart review method, post-operative infection incidence was 21.6% overall (hospital range: 15% to 29.1%). The majority of infections were surgical site infections (comprising 41.6% of the total), followed by bloodstream infections (22.0%). Urinary tract infections, gastrointestinal tract infections and pneumonia had similar incidences at approximately 11.4%~13.6%. The accuracy of our method is shown in the following table: 

	Hospitals
	A
	B
	C
	D
	Overall

	Sensitivity
	0.93 
	0.89 
	0.94 
	0.96 
	0.93 

	Specificity
	0.89 
	0.94 
	0.89 
	0.93 
	0.91 

	Positive Predictive Value
	0.72 
	0.80 
	0.78 
	0.72 
	0.75 

	Negative Predictive Value
	0.98 
	0.97 
	0.97 
	0.99 
	0.98 


【Discussion】　We designed this identification method in response to a need for a more accurate method of identifying post-operative infections using antibiotic utilization data from administrative data The high sensitivity and specificity values showed that our series of criteria using administrative data have a high probability of correctly identifying both cases and non-infected patients. The NPV was observed to be markedly higher than the PPV, at 0.98 compared to 0.75. These results suggest that our method of identification has a high accuracy, and may be used to estimate post-operative infection incidence rates. It is important to note that this method was not designed to pinpoint individual infections, but rather to identify identifications in large groups of patients using administrative data with a far higher accuracy than previously available. As such, our method has applications for large-scale post-operative infection identification, elucidation of infection incidence patterns and trends, economic evaluations and multi-institutional comparisons.
B-6 病院における医療安全管理業務に要するコストに関する研究         　　　
－ 異なるアプローチで全国調査した人件費の比較について －
横浜市立大学附属市民総合医療センター　◎寺崎　仁
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【背景】　平成11年に発生した「横浜市大患者取り違え事件」から10年以上が経過し、この間、医療安全の推進に向けた国民を巻き込んだ様々な活動が行われ、また医療関係者の努力も奏功し、わが国の病院の医療安全の水準は確実に向上したものと思われる。しかしその一方で、社会保障費削減の流れの中で医療安全のための資源投入が十分になされておらず、医療現場の疲弊感も強まってきている。そもそも、どの程度の資源投入が必要なのかは必ずしも明らかではなく、医療安全に関連したコストに関する調査が不足している現状にある。
【目的】　医療法改正によって、全ての病院と有床診療所に医療安全対策が義務付けられており、各医療機関には医療安全管理体制を確立することが求められている。そのため相応の規模の病院になると、医療安全管理のための組織体制として「安全管理室」等を設置して、一定の人員を専任、または専従として配置しなければならない。そこで、そのための人件費などが病床あたりでどの程度なのかを明らかにするために、今回、全国規模での調査を行った。
【方法】　調査対象は、日本医療機能評価機構の認定病院のうち、患者安全推進協議会の会員病院を対象にした。調査結果の妥当性を高めるため、医療安全管理業務に関連した人件費を、異なるアプローチで把握する2つの調査を計画し時期をずらして実施し、両者の調査結果を比較することを試みた。異なるアプローチとは、ひとつは医療安全管理業務に関わる職員の人件費を、病院全体でどの職種がどの程度当該業務に従事しているかを大まかに把握し、それを民間病院の職種別給与に当てはめて算出する方法（要員調査）。もうひとつは、医療安全管理業務の具体的な内容をいくつかに分類して、それに関わっている職員一人一人の業務時間を全勤務時間に占める割合で把握し、同様に民間病院の職種別給与で人件費に換算する方法である（業務調査）。調査方法はアンケート方式を採用し、各病院に調査票を郵送し、「要員調査」はＦＡＸで回収、「業務調査」は調査票そのものを回収した。調査の時期は、前者が2008年6月、後者は2009年3月である。
【結果】　「要員調査」は、調査対象病院1463施設、回収数436件、回収率29.8％で、回答病院の平均病床数は334.8床であった。「業務調査」の方は、調査時期が異なるので1514病院を対象に調査し、回収数843件、回収率55.7％、回答病院の平均病床数は313床であった。調査の結果、医療安全管理業務に要する病床当たりの人件費コストは、総平均で「要員調査」では1日293円／床、「業務調査」の方では1日275円／床と算出された。
【考察】　異なるアプローチで調査した結果が極めて近似した金額であったので、わが国の病院における医療安全管理業務に関わる人件費は、おおむね正確に把握できたものと思われる。また病床規模別に見てみると、中規模病院で1病床当たりでは最も費用が効率的であるなど、2つの調査で同じような特徴が認められ、病床規模の違いによる医療安全管理業務の差異もある程度把握できたものと思われる。
      　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　    【13階 
C会場 : 講義室】　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
C-1 Transition to Parent-Child Coresidence: Parental Needs and the Strategic Bequest Motive　
横浜市立大学国際総合科学部　◎中村　さやか
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【背景】　子供が高齢の親の介護をするのはどのような動機からだろうか。Bernheim, Shleifer, and Summers （１９８５）による戦略的遺産動機仮説は、子供が親の遺産からより多くを得ることを期待して介護を行うことを示唆している。日本についての実証研究では遺産動機と整合的な研究結果が多いが、米国についての最近の研究では遺産動機に対して否定的な結果が出ている。
【目的】　ここでは、子供による親の介護が戦略的遺産動機に基づいているか否かを、日本における親子の同居に焦点を当てて検証する。同居に注目したのは、子供による高齢の親への介護や支援にはさまざまな形があるが、その中で最も包括的で、かつ長期的なコミットメントを伴うのが同居だと考えられるためである。
【方法】　日本大学「健康と生活に関する調査」を用いて、マイクロデータによるパネル分析を行なった。それまで子供と同居していなかった高齢者が子供との同居を始めるか否かを被説明変数とするロジットモデルを推定し、同居開始の決定要因を検証した。パネルデータを用いて同居への移行に焦点を当てることで、説明変数の内生性の問題を回避するだけでなく、子供が生まれてからずっと親元を離れていないケースを除外し、親のニーズの増加が同居開始に与える影響を推定することができる。また、観察不可能な部分での家族の多様性を考慮し、finite mixture モデル（具体的には、サンプルには二つの観察不可能なタイプがあり、タイプによって一部の説明変数の係数が異なるモデル）を推定した。このモデルには、家族によって同居の目的が違う可能性を許容できるという利点だけでなく、推定値の下方バイアスを減らすという利点もある。さらに、性別による違いを見るため、父親と母親とでサンプルを分けて推定を行なった。
【結果】　推定結果は男性と女性でさまざまな違いが見られるものの、全体的には次のような男女共通の傾向がある。同居開始に結びつく要因としては、親の健康状態の悪化、親が貸家ではなく持ち家に住んでいること、未婚の子供の数、近くに住んでいる子供の数、等がある。また、finite mixtureを導入した変数の係数から、親の保有する（持ち家以外の）不動産の価値が高いほど同居開始の確率が高くなる少数派と、そうでない多数派にサンプルを二分できることが分かった。親の遺産相続に対する考え方や親の遺産相続経験を表す変数は、ほとんど影響を与えない。特に、介護してくれた子供に遺産を多く配分すると答えた親とそうでない親で、同居開始の確率に有意な差はない。
【考察】　親の健康状態が悪化すると同居が始まることが多いことから、親の介護需要が親子同居の大きな動機になっていることが確認できた。一方、日本についての既存研究とは異なり、戦略的遺産動機を裏付ける証拠は全体的に弱い。親の持ち家と同居開始の間に正の相関があることは遺産動機と整合的ではあるが、他の説明も可能である。また、親の（持ち家以外の）不動産についての推定結果は、戦略的遺産動機仮説があてはまる家族は確かに存在するものの、それは少数派にすぎず、大多数についてはこの仮説が当てはまらないことを示している。
C-2 介護職員の勤続年数の決定要因に関する分析
東北大学経済学研究科博士課程後期　◎大澤　理沙
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【背景】　急増する介護要求に対して介護労働者をいかに確保するかということが喫緊の課題となっている。厚生労働省の推計によれば、2014年には約100万人の介護労働者が必要であるとされている。その一方で介護労働者の離職率の高さが介護労働者の確保を困難にしている。『介護労働実態調査』では、介護労働者の離職率が21.6％となっており、全産業の離職率に比較して5ポイントほど高いことを報告している。さらに離職者のうち、勤続1年未満で退職した介護労働者の割合は約40%、勤続3年未満では約75%となっており、離職者の大部分が3年未満で離職している。そこで本研究では、介護労働者の確保を、勤続年数の伸長という視点から分析する。勤続年数の伸長は同時に、事業者と利用者にとっても意味がある。事業者にとっては、職員の新規採用にかかるコストの削減を可能にし、また利用者にとっては、同じ介護者による介護を受けられることによるサービスの質の向上が期待できる。
【目的】　本研究の目的は、介護職員の勤続年数の決定要因を明らかにすることである。これまでの研究から、介護労働者の離職に影響を与える要因として以下の要因が知られている。離職と正の関係がある要因として、施設の規模、施設管理者の離職率、1人当たり担当ベッド数、離職と負の関係がある要因として、休暇の取りやすさ、職員配置への投資、経営母体が非営利であること、仕事対する満足度が高いこと、上司からのサポート、離職との関係が明確ではないものとして、介護労働者の相対賃金が指摘されている。
【方法】　本研究では、勤続年数を被説明変数、施設の属性、施設の取り組み、個人の属性、賃金、事業所の所在地、性別・年齢、最終学歴から推計される相対賃金を説明変数とした重回帰分析を行った。使用したデータは介護労働安定センターが2007年に行った『介護施設雇用管理実態調査』の個票データである。調査対象は、介護保険指定の介護施設系の事業を行っている事業所に雇用される介護労働者9,636人（有効回収率28.4％）である。
【結果】　分析の結果、統計的に有意な結果を得られた変数は、勤続年数と正の関係にあるものとして、要介護度４以上の利用者の割合が高いこと、定期的な健康診断の実施、介護福祉士の資格を有していること、配偶者と同居していること、父母と同居していること、と昨年１年間の収入、があった。また負の関係にあるものとして、ホームヘルパー２級の資格を有していることがあった。
【考察】　このことから、定期的な健康診断を実施することが介護職員の勤続年数を長くする可能性を持つことがわかった。また要介護４以上の利用者の割合が高いことが、介護職員の勤続年数と正の関係があることについては、施設の開設時期による影響が大きいことから、今後はサービス別の分析を行うことを課題としたい。
C-3 介護サービスによる高齢長期入院患者の退院先・在院日数への影響の検証　
東京大学大学院医学系研究科　◎徳永　睦
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【背景】　介護保険は、医療の必要がない長期入院患者を介護サービスへ移行させ、在院日数を減少させ、医療保険の負担を軽減することをその創設の趣旨の一つとしている。花岡ら（2007）は、介護療養型医療施設の病床増加が比較的医療行為の少ない入院患者や、長期入院の傾向にある患者の退院確率を高めたと報告している。¹⁾しかし、在院日数の長い一県の国保レセプトによる検討であり、全国レベルでの影響は未検討である。また、介護サービスに移行したかどうかについては、レセプトでは退院先が分からない点が課題として挙げられていた。
【目的】　本研究では、公的統計個票を用いることによって全国規模で、介護サービスの導入が退院先および在院日数へどのような影響を与えたか検証することを目的とする。
【方法】　介護保険導入の平成12年をはさむ、平成11年、14年、17年度の患者調査退院票の個票、ならびに同年度の医療施設静態調査個票を病院整理番号により突合した。対象として、①65歳以上②在院日数は1か月以上のものを選択した(N=329,419人)。なお記述統計については、比較のため在院日数が31日未満の65歳以上症例についても検討した。
【結果と考察】　65歳以上、31日未満入院の層では在院日数が減少していたのに対して、31日以上入院の層の在院日数は各年度で変化が見られなかった。疾患別に見ると、急性期的な診療である骨折などの疾患では在院日数が減少しているが、糖尿病・脳梗塞などの慢性的・亜急性期的な疾患では在院日数は減少していなかった。退院先別に見ても年度による在院日数の変化は見られず、むしろ介護保険導入後の平成14年度に介護施設に退院した対象者の在院日数は導入前の11年度より、在院日数が増加していた。

現在、二次医療圏内の介護資源による影響の分析を進めており、その結果について報告・考察を深める予定である。

本研究は平成21年度厚生労働科学研究補助・政策科学推進総合研究事業（代表研究者：泉田　信行）の一環として実施された。使用したデータは平成21年6月16日統発第0616001号にて使用の承認を受けたものである。
１）花岡　智恵、鈴木　亘.介護保険導入による介護サービス利用可能性の拡大が高齢者の長期入院に与えた影響、医療経済研究.Vol.19 No.2.111-127、2007
 C-4 健康保険組合データからみる職域における給与格差と長期休業　
富士通総研経済研究所　◎河野　敏鑑
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【背景】　井伊・大日(2001)、山田(2002)、両角・井伊(2004)、鈴木(2007)などからも分かるように、職場・職域は、従業員の健康状態に大きな影響を与えている。また、最近では、近藤(2007)などでも指摘されているように、集団内での格差が、健康状態に与える影響も指摘されている。
【目的と方法】　そこで、本研究では、傷病手当金の受給率（傷病手当金受給者数を被保険者（本人）数で除したもの）を長期休業の代理変数と考え、それがどのような要因によって決定されているのかについて、職域ごとのデータである健康保険組合の組合別データ（平成15年度から平成18年度までの4年度）に基づき、パネルデータを構築して、明らかにすることを試みた。

【結果】　その結果、傷病手当金受給率は、1）一人当たり疾病予防費の増加に伴って減少すること、2）被保険者に占める女性割合の増加に伴って減少すること、3）平均標準報酬月額の増加に伴って減少すること、4）女性標準報酬月額の企業内格差の増加に伴って増加することが明らかになった。
【考察】　以上のことから、1)疾病予防が疾病による労働損失を回避すること　2）企業内の賃金格差が従業員の健康状態に影響を与えていることが推察される。また、女性割合や女性標準報酬月額の企業内格差や女性被保険者の出生率などと傷病手当金受給率の低下に相関があることから、ワークライフバランスの推進などが、長期休業の減少と何らかの関係にあることが示唆される。

C-5 特定健診・特定保健指導と医療費データの突合からみる特定保健指導の評価
医療経済研究機構　◎満武　巨裕　
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【背景】　平成20年度から保険者に義務化された特定健診・特定保健指導は、特徴として、40歳以上75歳未満の全国民を対象に必須項目となった腹囲、血糖値、脂質、血圧などの結果をもとに階層化を行い、特定保健指導対象者を選定するという、介入資源の最適配分を志向すること等が挙げられる。
【目的】　特定健診・特定保健指導と医療費データを用いて、医療費適正化の視点から特定保健指導の有効性を評価する。
【方法】　「標準的な健診・保健指導プログラム（以下、確定版）」で示された階層化を行い、特定保健指導群の実態を把握する。また、IDF（International Diabetes Federation）、NCEP(National Cholesterol Education Program)基準と確定版の比較を行う。
【結果】　平均年齢の高い保険者（国民健康保険）においては、年齢の低い健保（健康保険組合）より、特定保健指導群の対象者割合が低かった。その原因は、服薬除外規定であった。平成20年度保健指導対象者の一年後の測定値には変化はなかった。
【考察】　特定保健指導の年齢および服薬除外規定は、メタボリック症候群への適切な選定とはなっていない。このことは、服薬の有無（問診票）と電子レセプトの薬剤情報との突合からも示唆され、現在の階層化方法の更新の検討が必要だと考えられる。医療費適正化の観点からも、現在の階層化は、適切ではないと考えられる。今後は、現在の特定保健指導除外群となっている服薬群への保健指導等の導入の検討が必要であると考えられる。












